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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

第２四半期連結
累計期間

第42期
第２四半期連結
会計期間

第41期

会計期間

自平成20年
10月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
９月30日

売上高（百万円） 4,004 3,535 13,503

経常利益又は損失（△）

（百万円）
△684 194 472

四半期（当期）純利益又は損失（△）（百万円） △759 △288 88

純資産額（百万円） － 9,181 10,182

総資産額（百万円） － 15,759 12,883

１株当たり純資産額（円） － 1,046.191,082.39

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は損失金額（△）（円） △84.09 △32.88 9.36

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 58.2 79.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,511 － △1,100

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
184 － △114

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,775 － △94

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 3,530 3,081

従業員数（人） － 690 699

　（注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期純損失が計上されてお

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社長大(E04900)

四半期報告書

 2/26



２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 690     

　（注）　従業員数は就業人員数であります。

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 587     

　（注）　従業員数は就業人員数であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

建設コンサルタント（百万円） 3,496 －

情報サービス（百万円） 54 －

合計（百万円） 3,551 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

建設コンサルタント 2,686 － 7,438 －

情報サービス 310 － 282 －

合計 2,997 － 7,721 －

　（注）　金額は販売価格によっており、消費税等が含まれておりません。

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

建設コンサルタント（百万円） 3,111 －

情報サービス（百万円） 424 －

合計（百万円） 3,535 －

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先
当第２四半期連結会計期間

金額（百万円） 割合（％）

国土交通省 1,851 52.4

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社長大(E04900)

四半期報告書

 4/26



２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間の建設コンサルタント業界は公共投資額の縮小が続く中で、なお業績の見通しが不透明

な状況が続いております。一方で、建設コンサルタント業界を取巻く環境は、コスト縮減のための構造改善や、事業資

金の調達方法や事業の進め方の変化、業務内容に応じた発注方式への移行や品質確保の方策など急速に変わりつつあ

ります。

　このような状況の下、当第２四半期連結会計期間に通過した国の第２次補正予算の当社グループへの影響が既に現

れています。プロポーザル（技術評価型選定方式）の件数は前期同時期に比べて増加し、当社グループの特定件数も、

プロポーザル受注金額も前期を上回りました。しかし、当社グループ全体の受注は、昨年の道路特定財源の一般財源化

に伴う発注遅れの影響が依然大きく売上高は期初の予想を大幅に下回りました。

　経費面では既に進めている経費削減策に加えて、追加的経費対策を講じております。また、経費管理を効率化するた

めの経費管理システムも稼動しました。この結果、当第２四半期連結会計期間の経費削減が進みました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループ全体の業績といたしましては、受注高は29億97百万円、

売上高は35億35百万円となりました。

　利益面では、営業利益２億円、経常利益１億94百万円、四半期純損失２億88百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。

〔建設コンサルタント事業〕

　当社グループの主力事業であります建設コンサルタント事業の当第２四半期連結会計期間の状況は、受注高26億86

百万円、売上高31億11百万円となりました。

〔情報サービス事業〕

　当第２四半期連結会計期間の受注高は３億10百万円、売上高４億24百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は35億30百万円となりま

した。

　また、当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりでありま

す。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　営業活動の結果使用した資金は７億24百万円となりました。

　これは主に完成業務未収入金の増減額22億８百万円、仕入債務の増減額６億30百万円等の要因によるものでありま

す。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　投資活動の結果取得した資金は２百万円となりました。

　これは主に有形固定資産の取得による支出１百万円等によるものであります。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　財務活動の結果取得した資金は18億50百万円となりました。

　これは主に短期借入による収入20億50百万円等によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対応すべき課題について重要な変更はありません。
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(4）研究開発活動

　建設コンサルタント業界においては、先端的業務を受注遂行する過程で新しい技術、ノウハウを蓄積していくのが一

般的であります。従って、受注業務の中に研究開発的な要素が含まれていることになります。当社グループにおきまし

ても、多様化、高度化する顧客ニーズに的確に対応するため、先端的な業務の受注に積極的に取り組んでおります。ま

た、このような受注業務とは切り離れた形で研究開発も行っております。

　当第２四半期連結会計期間における研究開発実施のための費用として３百万円支出いたしました。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。

EDINET提出書類

株式会社長大(E04900)

四半期報告書

 7/26



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,416,000 9,416,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数500株

計 9,416,000 9,416,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年１月１日

～平成21年３月31日
－ 9,416,000 － 3,107 － 4,864

　（注）　当第２四半期会計期間での増減はありません。
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（５）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 長大社員持株会 東京都中央区日本橋蛎殻町１－20－４ 1,251 13.29

西田　繁一 千葉県松戸市 804 8.53

株式会社イー・シー・エス 東京都中央区日本橋箱崎町37－４－505 602 6.39

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町１－１－５

（東京都中央区晴海１－８－12）
264 2.80

佐藤　猛夫 茨城県土浦市 261 2.77

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 237 2.52

日置　克幸 茨城県土浦市 217 2.30

青柳　史郎 茨城県牛久市 217 2.30

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 212 2.25

 SASAKI FUMIKO

（常任代理人　黒沼　秀友） 

 170 ARMSTRONG DER CLAREMONT, CALIF

91711 U.S.A

（東京都世田谷区） 

211 2.24

計 － 4,278 45.44

　（注）上記のほか、自己株式が651千株あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式    651,500 － 　単元株式数500株

完全議決権株式（その他） 　普通株式  8,713,000 17,426 同上

単元未満株式 　普通株式     51,500 －
　一単元（500株）未満の

株式

発行済株式総数 9,416,000 － －

総株主の議決権 － 17,426 －

　 ②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社長大
東京都中央区日本橋蛎殻

町１－20－４
651,500 － 651,500 6.9

計 － 651,500 － 651,500 6.9

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
10月

11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 310 299 322 319 260 275

最低（円） 220 245 215 230 215 219

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,560 3,136

受取手形 9 －

完成業務未収入金 2,738 1,241

未成業務支出金 2,637 1,410

繰延税金資産 164 163

その他 128 128

貸倒引当金 △98 △103

流動資産合計 9,141 5,976

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,122

※1
 1,152

土地 1,861 1,861

その他（純額） ※1
 61

※1
 56

有形固定資産合計 3,045 3,070

無形固定資産 55 58

投資その他の資産

投資有価証券 795 1,069

長期預金 700 700

繰延税金資産 711 701

保険積立金 765 760

その他 566 568

貸倒引当金 △21 △21

投資その他の資産合計 3,517 3,778

固定資産合計 6,618 6,907

資産合計 15,759 12,883

負債の部

流動負債

業務未払金 919 466

短期借入金 3,000 －

未払法人税等 27 32

未成業務受入金 1,262 549

受注損失引当金 49 83

その他 653 969

流動負債合計 5,911 2,101

固定負債

退職給付引当金 564 500

その他 102 99

固定負債合計 666 599

負債合計 6,578 2,701
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,107 3,107

資本剰余金 4,864 4,864

利益剰余金 1,409 2,244

自己株式 △161 △7

株主資本合計 9,220 10,208

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △51 △36

評価・換算差額等合計 △51 △36

少数株主持分 12 10

純資産合計 9,181 10,182

負債純資産合計 15,759 12,883
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 4,004

売上原価 3,025

売上総利益 978

販売費及び一般管理費 ※1
 1,654

営業損失（△） △676

営業外収益

受取利息 13

受取配当金 1

投資有価証券売却益 2

雑収入 13

営業外収益合計 31

営業外費用

支払利息 11

投資事業組合運用損 13

為替差損 12

雑損失 2

営業外費用合計 39

経常損失（△） △684

特別損失

前期損益修正損 3

投資有価証券評価損 63

特別損失合計 66

税金等調整前四半期純損失（△） △751

法人税等 6

少数株主利益 2

四半期純損失（△） △759
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 3,535

売上原価 2,562

売上総利益 972

販売費及び一般管理費 ※1
 772

営業利益 200

営業外収益

受取利息 6

受取配当金 0

為替差益 3

雑収入 6

営業外収益合計 17

営業外費用

支払利息 9

投資事業組合運用損 13

雑損失 0

営業外費用合計 23

経常利益 194

特別損失

投資有価証券評価損 63

特別損失合計 63

税金等調整前四半期純利益 131

法人税等 415

少数株主利益 3

四半期純損失（△） △288
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △751

減価償却費 54

退職給付引当金の増減額（△は減少） 63

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2

受注損失引当金の増減額（△は減少） △34

受取利息及び受取配当金 △15

支払利息 11

投資有価証券売却損益（△は益） △2

投資有価証券評価損益（△は益） 63

その他の損益（△は益） 11

完成業務未収入金の増減額（△は増加） △1,507

未成業務支出金の増減額（△は増加） △1,226

その他の資産の増減額（△は増加） △47

仕入債務の増減額（△は減少） 450

未成業務受入金の増減額（△は減少） 713

未払消費税等の増減額（△は減少） △86

その他の負債の増減額（△は減少） △234

小計 △2,544

利息及び配当金の受取額 15

利息の支払額 △16

法人税等の支払額 △12

法人税等の還付額 46

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,511

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 26

有形固定資産の取得による支出 △14

投資有価証券の売却による収入 172

貸付金の回収による収入 0

その他の支出 △7

その他の収入 7

投資活動によるキャッシュ・フロー 184

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,200

短期借入金の返済による支出 △200

配当金の支払額 △69

自己株式の取得による支出 △153

少数株主への配当金の支払額 △0

その他の支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,775

現金及び現金同等物に係る換算差額 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 450

現金及び現金同等物の期首残高 3,080

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,530
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

未成業務支出金

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価

法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主と

して個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。

これにより、売上総利益、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える

影響はありません。

 (2）リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日　改正））が

平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準

等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引に係るリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用している。

　この変更に伴う営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽

微であります。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,548百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,505百万円であ

ります。

　２　偶発債務

従業員の銀行提携融資制度による金融機関からの

借入金に対する保証

　２　偶発債務

従業員の銀行提携融資制度による金融機関からの

借入金に対する保証

 78百万円  80百万円

倉測建設コンサルタント㈱の金融機関からの借入

金に対する保証

倉測建設コンサルタント㈱の金融機関からの借入

金に対する保証

         2百万円  3百万円

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料手当    611百万円

退職給付費用 61

減価償却費 28

　２　当社グループの売上高は、受注の大半が官需という特性により、第２四半期以降に偏る傾向があります。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料手当    296百万円

退職給付費用 29

減価償却費 14

　２　当社グループの売上高は、受注の大半が官需という特性により、第２四半期以降に偏る傾向があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 3,560百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 30

現金及び現金同等物 3,530百万円

EDINET提出書類

株式会社長大(E04900)

四半期報告書

19/26



（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,416千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 651千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

配当金支払額 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年12月19日

定時株主総会
普通株式 75 8 平成20年９月30日平成20年12月22日利益剰余金　

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成20年12月４日開催の取締役会決議による自己株式の取得を行いました。この結果、自己株式が153

百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が161百万円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
建設コンサル
タント事業
（百万円）

情報サービス
事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 3,111 424 3,535 － 3,535

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
1 64 65 (65) －

計 3,112 488 3,601 (65) 3,535

営業利益（又は営業損失（△）） 305 217 523 (322) 200

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）

 
建設コンサル
タント事業
（百万円）

情報サービス
事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 3,428 575 4,004 － 4,004

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
1 72 74 (74) －

計 3,430 648 4,078 (74) 4,004

営業利益（又は営業損失（△）） △208 155 △53 (623) △676

　（注）１．事業区分の方法

事業は、業務の分野・種類により区分しております。

２．各区分に属する業務の分野・種類

事業区分 業務の分野・種類

建設コンサル

タント事業

構造分野

橋梁・特殊構造物等に関わる調査・計画・設計・施工管理、各種構造解析・実験、Ｃ

Ｍ（コンストラクション・マネジメント）業務、土木構造物・施設に関わるデザイン

等

社会計画分野

道路、総合交通計画、道路整備計画、路線計画、ＩＴＳ（高度道路交通システム）、環

境、都市・地域計画、河川全般に関わる調査、計画、設計、運用管理、パブリックマネジ

メント、アドバイサリー業務

情報サービス事業

情報処理に関わるコンサルティング、システム化計画、設計、ソフトウェア開発、情報

コンテンツ開発・運営・配信サービス、各種公共施設のデータ管理等情報サービス全

般

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められます。

　１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 188 155 △33

(2）その他 179 135 △44

合計 368 290 △78

　（注）　当第２四半期連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について63百万円減損処理を行っており

ます。なお、減損にあたっては、当第２四半期連結会計期間末における時価（又は実質価額）が取得原価に比べ

50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能

性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）

　　当社グループはデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 1,046.19円 １株当たり純資産額 1,082.39円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △84.09円 １株当たり四半期純損失金額 △32.88円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

　潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期

純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

　潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期

純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（百万円） △759 △288

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △759 △288

期中平均株式数（株） 9,036,091 8,764,760
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

転進援助制度の実施

 

　当社は、平成21年４月28日開催の取締役会において、転進援助制度を実施することを決議いたしました。

 

（1）募集人数

　　30名程度

（2）対象者

　　勤続10年以上（平成21年４月１日現在）の正社員

（3）募集期間

　　平成21年６月１日～平成21年６月19日

（4）退職日

　　平成21年９月30日

（5）優遇措置

　　　所定の退職金に特別加算金を上乗せ支給する。また、希望者に対しては再就職支援会社を通じた再就職支援を行う。 

 

　なお、現時点では応募人数等が未定であるため、これらの支給に伴う費用は未定であります。 

（リース取引関係）

　リース取引残高は、前連結会計年度末に比して著しい変動がないため、記載を省略しております。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月13日

株式会社長大

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　満雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　真一郎　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社長大の平成

20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月

31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社長大及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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